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新旧対照表（ 日本語教育機関の告示基準 ）

改 正 後 改 正 前

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２年 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２
法務省令第１６号）の表の法別表第１の４の表の留学の項の下欄に掲げる活動 年法務省令第１６号）の表の法別表第１の４の表の留学の項の下欄に掲げる活
の項下欄第６号の規定に基づき告示をもって定める日本語教育機関の基準につ 動の項下欄第６号の規定に基づき告示をもって定める日本語教育機関の基準に
いて，文部科学省高等教育局及び文化庁に意見を聴いた上で，次のとおり定め ついて，文部科学省高等教育局及び文化庁文化部に意見を聴いた上で，次のと
る。 おり定める。

第１条 略 第１条 （略）

一～七 略 一～七 略

〔生徒数〕 〔生徒数〕
八 定員の増員は，次のいずれにも該当する場合を除き，行わないこととして 八 定員の増員は，次のいずれにも該当する場合を除き，行わないこととし
いること。 ていること。
イ 増員する人数が増員前の定員の５割以内であること。 イ 増員する人数が増員前の定員の５割以内であること。
ロ 増員前の時点において，定員のおおむね８割以上の生徒が在籍している ロ 増員前の時点において，定員のおおむね８割以上の生徒が在籍してい
こと。 ること。

ハ 過去１年以内に増員を行っていないこと（１年以内に再び増員すること ハ 過去１年以内に増員を行っていないこと（１年以内に再び増員するこ
について合理的な理由がある場合を除く。）。 とについて合理的な理由がある場合を除く。）。

ニ 地方出入国在留管理局から，増員前１年以内に，在籍者数に占める不法 ニ 地方入国管理局から，増員前１年以内に，在籍者数に占める不法残留
残留者数等の割合が低いなど在籍管理に特段の問題がないものとして，適 者数の割合が低いなど在籍管理に特段の問題がないものとして，適正校
正校（留学の在留資格に係る在籍者の数に対する，不法残留者の数，在留 である旨の通知を受けていること。
期間更新許可申請が不許可（修学状況の不良等在留実績に関するものに限
り，当該申請に関し，申請どおりの内容では許可できない旨の通知を受け
たものを含む。）となった者の数，在留資格を取り消された者の数，資格
外活動の許可を取り消された者の数及び退去強制令書が発付された者の数
の合計数の割合が５パーセント（ただし，在籍者の数が１９人以下である
場合は，当該者の合計数が１人）を超えていないもの，入管法に定める届
出等の義務を履行しているものその他在籍管理上不適切であると認められ
る事情がないものとして出入国在留管理庁が認めた日本語教育機関をい
う。以下同じ。）である旨の通知を受けていること。

九～十七 略 九～十七 略

〔点検・評価〕 〔点検・評価〕

十八 教育水準の向上を図り，日本語教育機関の目的を達成するため，次に定 十八 教育水準の向上を図り，日本語教育機関の目的を達成するため，次
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めるところにより，活動の状況について自ら点検及び評価を年に 1 回以上行 に定めるところにより，活動の状況について自ら点検及び評価を行うこ
うこととしていること。 ととしていること。
イ 点検及び評価を行う項目をあらかじめ設定すること。 イ 点検及び評価を行う項目をあらかじめ設定すること。
ロ 結果を公表すること。 ロ 結果を公表すること。

十九～三十 略 十九～三十 略

〔入学者の募集〕 〔入学者の募集〕
三十一 入学者の募集に当たり，入学を希望する者（以下「入学希望者」とい 三十一 入学者の募集に当たり，入学を希望する者（以下「入学希望者」と
う。）に対し，次の事項に関する情報の提供を適切な方法により正確かつ確 いう。）に対し，次の事項に関する情報の提供を適切な方法により正確かつ
実に行い，かつ，提供した情報及びその提供方法に係る記録を，書面又は電 確実に行い，かつ，提供した情報及びその提供方法に係る記録を，書面又
磁的記録をもって，募集に係る修業期間の始期から少なくとも３年を経過す は電磁的記録をもって，募集に係る修業期間の始期から少なくとも３年を
るまで保存することとしていること。 経過するまで保存することとしていること。
イ 教育課程の種類及び内容 イ 教育課程の種類及び内容
ロ 入学金，授業料，教材費その他名目のいかんを問わず入学することによ ロ 入学金，授業料，教材費その他名目のいかんを問わず入学することに
り生徒が支払うこととなる料金の費目及び額並びにその支払時期，支払方 より生徒が支払うこととなる料金の費目及び額並びにその支払時期，支
法及び払戻し条件 払方法及び払戻し条件
ハ 校舎の所在地，概要及び立地条件 ハ 校舎の所在地，概要及び立地条件
ニ 沿革及び実績 ニ 沿革及び実績
ホ 設置者及び校長の概要 ホ 設置者及び校長の概要
ヘ 入学の条件及び入学者の選考方法 ヘ 入学の条件及び入学者の選考方法
ト 寄宿舎の有無並びにその概要及び利用料 ト 寄宿舎の有無並びにその概要及び利用料
チ 在籍中の就労は，原則として週２８時間（学則で定める長期休業期間中 チ 在籍中の就労は，原則として週２８時間（学則で定める長期休業期間
は，１日８時間）の範囲内で，地方出入国在留管理局長の許可を受けた場 中は，１日８時間）の範囲内で，地方入国管理局長の許可を受けた場合
合に限って許されること。 に限って許されること。
リ 在学中の一般的な生活費用その他入学希望者の参考となる事項 リ 在学中の一般的な生活費用その他入学希望者の参考となる事項

三十二～三十六 略 三十二～三十六 略

三十七 １か月の出席率（その月に出席した単位時間数を出席すべき単位時間 三十七 １か月の出席率（その月に出席した単位時間数を出席すべき単位時
数で除した数をいう。以下同じ。）が８割を下回った生徒（留学の在留資格 間数で除した数をいう。以下同じ。）が８割を下回った生徒（留学の在留資
をもって在留する者に限る。）については，１か月の出席率が８割以上にな 格をもって在留する者に限る。）については，１か月の出席率が８割以上に
るまで改善のための指導を行い，その指導の状況を記録するとともに，当該 なるまで改善のための指導を行うとともに，その指導の状況を記録するこ
記録を当該生徒が在籍しなくなってから少なくとも１年を経過するまで保存 ととしていること。ただし，疾病その他のやむを得ない事由により欠席し
することとしていること。ただし，疾病その他のやむを得ない事由により欠 た生徒についてはこの限りでない。
席した生徒についてはこの限りでない。

三十八 生徒（留学の在留資格をもって在留する者に限る。）が退学したとき 三十八 生徒が退学したとき又は１か月の出席率が５割を下回る生徒（留学
は，その翌月末までに地方出入国在留管理局に対し当該生徒について報告す の在留資格をもって在留する者に限る。）がいるときは，その翌月末までに
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ることとしていること。 地方入国管理局に対し当該生徒について報告することとしていること。

三十九 １か月の出席率が５割を下回った生徒（留学の在留資格をもって在留 （新設）
する者に限るり，疾病その他のやむを得ない事由により欠席した生徒を除
く。）については，当該生徒が資格外活動の許可を受けている場合は当該許
可に係る活動を行う本邦の公私の機関の名称と併せて，その翌月末までに地
方出入国在留管理局に対し当該生徒について報告することとしていること。
ただし，疾病その他のやむを得ない事由により欠席した生徒についてはこの
限りでない。

四十 生徒の在留期間並びに資格外活動の許可の有無及び内容を把握し，出入 三十九 生徒の在留期間並びに資格外活動許可の有無及び内容を把握し，出
国管理法令に違反しないよう適切な助言及び指導を行うこととしているこ 入国管理法令に違反しないよう適切な助言及び指導を行うこととしている
と。また，資格外活動の許可を受けている生徒（留学の在留資格をもって在 こと。
留する者に限る。）に対して当該許可に係る活動を行う本邦の公私の機関の
名称の届出を求めることとするとともに，届出のあった内容を当該生徒が在
籍しなくなってから少なくとも１年を経過するまで保存することとしている
こと。

〔禁止行為〕 〔禁止行為〕
四十一 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）上の許可を受けて同法の定 四十 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）上の許可を受けて同法の定
めるところにより手数料又は報酬を受ける場合を除き，生徒の在籍中若しく めるところにより手数料又は報酬を受ける場合を除き，生徒の在籍中若し
は離籍後の就労又は進学に関し，生徒，就労先の事業者若しくは進学先の教 くは離籍後の就労又は進学に関し，生徒，就労先の事業者若しくは進学先
育機関又は仲介者からあっせん又は紹介の対価を得ず，かつ，役員，校長， の教育機関又は仲介者からあっせん又は紹介の対価を得ず，かつ，役員，
教員及び職員をしてこれを得させないこととしていること。 校長，教員及び職員をしてこれを得させないこととしていること。

〔地方出入国在留管理局への報告〕 〔地方入国管理局への報告〕
四十二 学則，教育課程，生徒の定員，設置者（法人の場合にあっては，その 四十一 学則，教育課程，生徒の定員，設置者（法人の場合にあっては，そ
代表者及び日本語教育機関の経営を担当する役員を含む。），校長，教員，事 の代表者及び日本語教育機関の経営を担当する役員を含む。），校長，教員，
務局の事務を統括する職員，校地又は校舎について変更があったときは，そ 事務局の事務を統括する職員，校地又は校舎について変更があったときは，
の変更内容を速やかに地方出入国在留管理局に報告することとしているこ その変更内容を速やかに地方入国管理局に報告することとしていること。
と。

四十三 地方出入国在留管理局から，この基準への適合性その他運営の状況に 四十二 地方入国管理局から，この基準への適合性その他運営の状況につい
ついて点検を行うよう求められたときは，速やかに点検を行い，その結果を て点検を行うよう求められたときは，速やかに点検を行い，その結果を地
地方出入国在留管理局に報告することとしていること。 方入国管理局に報告することとしていること。

四十四 地方出入国在留管理局の求めがあったときは，第３１号，第３３号及 四十三 地方入国管理局の求めがあったときは，第３１号，第３３号及び第
び第３５号から第３７号までに規定する記録を地方出入国在留管理局の職員 ３５号から第３７号までに規定する記録を地方入国管理局の職員に提示す
に提示することとしていること。 ることとしていること。

（変更の上，第四十七号へ移動）
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四十五四 各年度の課程修了の認定を受けた者（留学の在留資格をもって在留 （新設）
していた者であって，令和元平成３１年１０月１日以降に入学した者に限る。
以下同じ。）のうち，大学等への進学者の数，入管法別表第１の１の表若し
くは第１の２の表の上欄の在留資格（外交，公用及び技能実習を除く。）へ
の変更を許可された者の数，又は日本語能力に関し言語のためのヨーロッパ
共 通 参 照 枠 （ Common European Framework of Reference for
Languages:Learning,teaching,assessment）（以下「ＣＥＦＲ」という。）のＡ２相
当以上のレベルであることが試験その他の評価方法により証明されたている
者の数及び当該者の合計数について，修業期間の終期の翌年度の６月末まで
に地方出入国在留管理局に報告し，公表するとともに，当該者の数の合計数
が各年度の課程修了の認定を受けた者の７割を下回るときは，改善方策を地
方出入国在留管理局に報告することとしていること。ただし，各年度の課程
修了の認定を受けた者には，各年度の課程修了の認定を受けず退学した者（留
学の在留資格をもって在留していた者であって，令和元年１０月１日以降に
入学した者に限る。）であって，大学等への進学者，入管法別表第１の１の
表若しくは第１の２の表の上欄の在留資格（外交，公用及び技能実習を除く。）
への変更を許可された者又はＣＥＦＲのＡ２相当以上のレベルであることが
試験その他の評価方法により証明された者のいずれかに該当することが確認
できたものについては，これを含むこと。

四十六五 この基準への４月１日時点における適合性について，点検を行い， （新設）
その結果をその年の６月末までに地方出入国在留管理局に報告（適正校であ
る旨の通知を３年間連続して受けている機関（設置者の変更に係る承認を受
けた日から通算して１年を経過していない機関を除く。）にあっては前回の
地方出入国在留管理局への報告から３年後の６月末までに直近の点検結果を
報告）するとともに，確認に使用した資料を報告から少なくとも３年を経過
するまで保存することとしていること。

四十七六 全ての生徒（留学の在留資格をもって在留する者に限る。以下この （新設）
号において同じ。）の６か月間の出席率（４月１日から９月３０日まで又は
１０月１日から翌年の３月３１日までの期間に出席した単位時間数を出席す
べき単位時間数で除した数をいい，令和元平成３１年１０月１日から令和平
成３２年３月３１日までの期間以降のものに限る。以下同じ。）及び当該期
間における個々の生徒ごとの月単位の出席状況について，それぞれの期間の
経過後３か月以内に地方出入国在留管理局に報告することとしていること。

四十七 地方出入国在留管理局の求めがあったときは，第３１号，第３３号若 （第四十三号から移動）
しくは第３５号から第３７号までに規定する記録，第４０号に規定する届出
のあった内容又は第４５号に規定する資料を地方出入国在留管理局の職員に
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提示することとしていること。

〔その他運営体制〕 〔その他運営体制〕
四十八 前号までに定めることのほか，日本語教育機関の運営が円滑に行われ 四十四 前号までに定めることのほか，日本語教育機関の運営が円滑に行わ
る体制を有していること。 れる体制を有していること。

２ 専修学校又は各種学校である日本語教育機関については，前項第３号ロ， ２ 専修学校又は各種学校である日本語教育機関については，前項第３号ロ，
第４号（イ，ニ及びリからワまで（ワについてはイ，ニ及びリからヲまでに 第４号（イ，ニ及びリからワまで（ワについてはイ，ニ及びリからヲまで
係るものに限る。）を除く。），第６号リ，第１０号，第１２号（同号括弧書 に係るものに限る。）を除く。），第６号リ，第１０号，第１２号（同号括弧
に規定する専任教員の要件に係るものに限る。），第１３号から第２２号まで， 書に規定する専任教員の要件に係るものに限る。），第１３号から第２２号
第２４号から第２９号まで並びに第４８号に該当しているか否かの確認は， まで，第２４号から第２９号まで並びに第４４号に該当しているか否かの
文部科学大臣の意見に基づいて行うものとする。 確認は，文部科学大臣の意見に基づいて行うものとする。

３ 前項に規定する日本語教育機関以外の日本語教育機関については，第１項 ３ 前項に規定する日本語教育機関以外の日本語教育機関については，第１
第３号ロ，第４号（イ，ニ及びリからワまで（ワについてはイ，ニ及びリか 項第３号ロ，第４号（イ，ニ及びリからワまで（ワについてはイ，ニ及び
らヲまでに係るものに限る。）を除く。），第６号リ，第１０号，第１２号（同 リからヲまでに係るものに限る。）を除く。），第６号リ，第１０号，第１２
号括弧書に規定する専任教員の要件に係るものに限る。），第１３号から第１ 号（同号括弧書に規定する専任教員の要件に係るものに限る。），第１３号
８号まで並びに第４８号に該当しているか否かの確認は，文部科学大臣の意 から第１８号まで並びに第４４号に該当しているか否かの確認は，文部科
見に基づいて行うものとする。 学大臣の意見に基づいて行うものとする。

（抹消の基準） （抹消の基準）
第二条 留学告示別表第１の１の表に掲げる日本語教育機関が，次の各号のい 第二条 留学告示別表第１の１の表に掲げる日本語教育機関が，次の各号の
ずれかに該当し，留学生受入れ事業を行わせることが適当でないと認められ いずれかに該当し，留学生受入れ事業を行わせることが適当でないと認め
る場合には，当該日本語教育機関を同表から抹消するものとする。 られる場合には，当該日本語教育機関を同表から抹消するものとする。
一 学則又は前条第１項第５号，第８号，第１８号及び第３０号から第４７ 一 学則又は前条第１項第５号，第８号，第１８号及び第３０号から第４
号までに係る誓約を遵守していないとき。 ３号までに係る誓約を遵守していないとき。

二 前条第１項各号のいずれかに該当していないとき。 二 前条第１項各号のいずれかに該当していないとき。
三 全ての生徒（留学の在留資格をもって在留する者に限る。）の６か月間 三 全生徒の１か月当たりの平均出席率が５割を下回るとき。
の出席率の平均が７割を下回るとき。

四 一暦年中に入学した者（留学の在留資格をもって在留する者に限る。） 四 いずれかの１年間に入学した者の半数以上が，在留期間の更新又は変
の３割以上が，在留期間の更新又は変更を受けないで在留期間を経過して 更を受けないで在留期間を経過して本邦に在留するに至ったとき。
本邦に在留するに至ったとき。

五 地方出入国在留管理局から，適正校ではない旨の通知（令和平成３２年 （新設）
１月１日以降の通知に限る。）を３年間連続して受けたとき。

六 各年度の課程修了の認定を受けた者のうち，大学等への進学者の数，入 （新設）
管法別表第１の１の表若しくは第１の２の表の上欄の在留資格（外交，公
用及び技能実習を除く。）への変更を許可された者の数及び日本語能力に
関しＣＥＦＲのＡ２相当以上のレベルであることが試験その他の評価方法
により証明されたている者の数の合計数の割合が，３年間連続して７割を
下回るとき。

七 日本語の教育を受ける活動を行っているとは認められない生徒が相当数 （新設）
存在する場合であって，その状況を是正する措置が適切にとられていない
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と認められるとき。
七八 生徒に対し，人権侵害行為を行い，又は法令違反行為を唆し若しくは 五 生徒に対し，人権侵害行為を行い，又は法令違反行為を唆し若しくは
助けていたとき。 助けていたとき。

２ 留学告示別表第１の１の表に掲げる日本語教育機関が，同表からの抹消を ２ 留学告示別表第１の１の表に掲げる日本語教育機関が，同表からの抹消
求めるとき，当該日本語教育機関を閉鎖したとき又は在籍する生徒がいない を求めるとき，当該日本語教育機関を閉鎖したとき又は在籍する生徒がい
状態が１年以上継続しているときは，当該日本語教育機関を同表から抹消す ない状態が１年以上継続しているときは，当該日本語教育機関を同表から
ることができる。 抹消することができる。

附 則（平成２８年７月２２日策定） 附 則（平成２８年７月２２日策定）
第一条 この基準は，出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定 第一条 この基準は，出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を
める省令の一部を改正する省令（平成２８年法務省令第４０号）の施行の日（平 定める省令の一部を改正する省令（平成２８年法務省令第４０号）の施行の日
成２９年８月１日）から適用する。 （平成２９年８月１日）から適用する。
第二条 この基準の改正は，日本語教育の観点から文部科学省高等教育局及び文 第二条 この基準の改正は，日本語教育の観点から文部科学省高等教育局及び
化庁の意見を聴いた上で行うものとする。 文化庁文化部の意見を聴いた上で行うものとする。
第三条 令和平成３４年９月３０日までの間における第１条第１項第１２号の規 第三条 平成３４年９月３０日までの間における第１条第１項第１２号の規定
定の適用については，同号中「４０人」とあるのは「６０人」とする。 の適用については，同号中「４０人」とあるのは「６０人」とする。

附則（平成３０年７月２６日一部改定） 附則（平成３０年７月２６日一部改定）
第一条 この基準は，平成３０年１０月１日から適用する。ただし，第１条第１ 第一条 この基準は，平成３０年１０月１日から適用する。ただし，第１条第
項第１０号ロの規定は，令和平成３２年１０月１日から適用する。 １項第１０号ロの規定は，平成３２年１０月１日から適用する。
第二条 前条本文に規定する適用日前に留学告示別表第１に掲げられている日本 第二条 前条本文に規定する適用日前に留学告示別表第１に掲げられている日
語教育機関にあっては，第１条第１項第６号ニの規定は，令和平成３２年１０月 本語教育機関にあっては，第１条第１項第６号ニの規定は，平成３２年１０月
１日から適用する。 １日から適用する。

附則（令和元平成３１年８月１日一部改定） （新設）
第一条 この基準は，令和元平成３１年９７月１日から適用する。
第二条 第１条第１項第４５６号に規定する報告については，平成２９年１月１
日から令和元平成３２年１２月３１日までの間適正校である旨の通知を３年間連
続して受けている機関にあっては，令和平成３２年６月末に地方出入国在留管理
局に点検結果を報告したものとみなす。


